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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第70期
第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第70期
第３四半期連結
会計期間

第69期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 16,153 13,540 4,579 4,786 29,683

経常損失(△) (百万円) △2,689 △2,121 △1,122 △624 △2,599

四半期(当期)純損失
(△)

(百万円) △3,028 △2,138 △1,190 △621 △3,743

純資産額 (百万円) ― ― 7,982 4,772 7,246

総資産額 (百万円) ― ― 31,579 29,255 32,752

１株当たり純資産額 (円) ― ― 109.93 65.74 99.80

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △41.71 △29.45 △16.40 △8.55 △51.55

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 25.3 16.3 22.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,494 △703 ― ― 700

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △946 △155 ― ― △1,459

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 747 △465 ― ― 481

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 7,665 4,700 6,087

従業員数 (名) ― ― 1,102 972 1,092

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。　
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 972

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 898

(注)  従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

情報通信機器事業 6,623 14.5

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

情報通信機器事業 4,762 △47.6 11,603 △24.3

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

情報通信機器事業 4,786 4.5

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グル－プは、前連結会計年度までの２連結会計年度において、営業損失および当期純損失を計上し、

当第３四半期連結会計期間においても営業損失および四半期純損失を計上しており、将来にわたって事業

活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

  しかしながら、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（６）継続企業の前提に

関する重要事象等について」に記載のとおり、当該事象または状況を解消するための対応策をとり、また、

事業運営を進めるための運転資金を有しているので、継続企業の前提に関する重要な不確実性はないもの

と判断しています。 

 

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）におけるわが国の経済は、一時

急激に進んだ円高も一段落し、一部の企業に回復傾向が見られましたが、個人消費の低迷、雇用情勢の悪

化等、景気の停滞が続いています。世界経済においても、比較的好調だったアジアを中心とした新興国の

経済成長が鈍化し、米国・欧州でも景気の停滞感が強まるなど、景気の先行きについては不透明な状況が

続いています。

  このような状況下において、当社グループの第３四半期の経営成績の概況につきましては、以下のとお

りとなりました。

  国内においては、前年同期に大きく落ち込んだ放送機器の販売については、HDカメラシステム、伝送機

器等の設備投資需要に応え、また、セキュリティカメラシステムや医用カメラシステムについても堅調に

推移したため、売上高は増加しました。しかし、海外においては、中国、韓国等のアジア地域、北米、欧州地

域で放送機器等の販売が低迷し、連結売上高は前年同期と比べ、4.5%増の47億86百万円（前年同期売上高

45億79百万円）となりました。

  損益面につきましては、売上原価率の改善ならびに人件費・経費節減等の施策効果による販売費及び

一般管理費の減少により、営業損益は前年同期と比べ５億63百万円改善し、営業損失５億86百万円（前年

同期営業損失11億49百万円）となりました。

  経常損益につきましては、為替差損等の営業外費用を計上し、経常損失６億24百万円（前年同期経常損

失11億22百万円）となりました。最終損益につきましては、四半期純損失６億21百万円（前年同期四半期

純損失11億90百万円）となりました。

　
(2)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、292億55百万円であり、前連結会計年度末に比べ34億96百万

円減少しました。流動資産は現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少、たな卸資産の増加等により、前連

結会計年度末に比べ28億95百万円減の231億27百万円となりました。固定資産は有形固定資産や投資有価

証券の減少等により、前連結会計年度末に比べ６億１百万円減の61億27百万円となりました。

  負債総額は244億82百万円であり、前連結会計年度末に比べ10億23百万円減少しました。流動負債は、支

払手形及び買掛金、短期借入金、未払金の減少等により、前連結会計年度末に比べ17億85百万円減の79億

91百万円となりました。固定負債は、社債の減少、退職給付引当金の増加等により、前連結会計年度末に比

べ７億62百万円増の164億91百万円となりました。

  純資産については、前連結会計年度末に比べ24億73百万円減少し、47億72百万円となりました。これは

主として、当第３四半期連結累計期間の純損失計上による利益剰余金の減少等によるものです。

  この結果、自己資本比率は、16.3%（前連結会計年度末22.1%）となりました。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

  当第３四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前四半期純

損失６億16百万円を計上し、減価償却費１億84百万円、退職給付引当金の増加額３億33百万円、たな卸資

産の増加額20億36百万円、仕入債務の増加額９億76百万円等により、11億円の支出となりました（前年同

期比32億19百万円の支出増加）。

  投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出64百万円、無形固定資

産の取得による支出50百万円等により、１億17百万円の支出となりました（前年同期比２億13百万円の

支出減少）。
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  財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の返済による支出88百万円、リース債務の

返済による支出11百万円等により、１億４百万円の支出となりました（前年同期比41百万円の支出増

加）。

  以上の結果により、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、当第２四半期連結会計

期間末に比べ13億45百万円減少し、47億円となりました。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

  なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

①基本方針の内容

当社グループは、映像技術を核とした事業基盤の確立に努め、幅広い分野においてメーカーの使命で

ある最先端技術やノウハウを集積した製品・システムを提供し続けています。特に、製品やシステムの

提供に際しては、開発・生産・受注・納入という一連の「もの作り」や「販売」のプロセスだけでは

表現し得ない多くのノウハウ・専門知識・情報、そして顧客や取引先等のステークホルダーとの間に

築かれた信頼感で形成された緊密な関係等を有しており、その面を深化し続けていくことこそが、結果

として当社グループの企業価値を高めていくことになると確信しています。

  また、逆に、進歩の早い技術変革をリードし続けるために、将来の技術のトレンドを常に意識し、経営

資源の集中的再配分により、当社グループが得意とする技術要素を追求することは当然のことながら、

必要に応じて関係各社と業務提携を行うなど、顧客のニーズを具現化するための施策に取り組んでい

くことが、中長期的に見て、株主共同の利益創出の源泉になると考えています。

  当社取締役会は、上記の顧客や取引先等のステークホルダーとの信頼関係の維持が確保されない当

社株式の大量取得行為を行う者や、短絡的な投資リターンを追い求めて上記顧客ニーズを具現化する

ための施策に積極的でない者は、当社の財務および事業の方針を決定する者として適当でないと考え

ています。

　
②基本方針に照らして不適切な者によって当社が支配されることを防止するための取組みの具体的内容

当社は、上記基本方針に基づき、企業価値ひいては株主共同の利益を害する大量買付行為を防止する

ための取り組みとして、平成19年５月18日より「大規模買付ルール」を導入し、平成21年６月26日開催

の株主総会におきまして当該ルールを一部改正の上、現在も継続しています。

  大規模買付ルールは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続きを明確にし、株主の皆様が適切な

判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保する

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。
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③大規模買付ルールに関する当社取締役会の判断およびその理由

当社取締役会は、上記取組みにつきまして、２年ごとの定時株主総会の決議をとるなどの株主意思を

確認するための手続が保障されており、また、客観的合理性ある発動要件が定められ、かつ発動時に独

立した特別委員会に諮問するなどの客観的手続が定められていることから、上記基本方針に沿うもの

であって株主共同の利益を損なうものでなく、かつ会社役員の地位の維持を目的としたものではない

と判断しています。

 

大規模買付ルール内容は下記当社ホームページよりご参照願います。

< http://www.ikegami.co.jp/ir/company07.html >

改正日：2009年６月26日　買収防衛策

　

(5)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億54百万円となりました。

　

(6)継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループは、前連結会計年度までの２連結会計年度において、営業損失および当期純損失を計上

し、当第３四半期連結会計期間においても営業損失および四半期純損失を計上しており、将来にわたって

事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しています。

  当該事象等を解消し、または改善するための対応策としては、池上工場と宇都宮工場を「宇都宮事業

所」として生産統合し、原価低減策を推進しています。

  また、人員削減策を実施するとともに、役員報酬・管理職給与の減額、従業員賞与の減額、一時休業を実

施し、固定費および諸経費の削減を図っています。

  なお、当第３四半期連結会計期間末手元資金残高は47億円であり、事業運営を進めるための運転資金は

有しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しています。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

  また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 72,857,46872,857,468
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数 1,000株

計 72,857,46872,857,468― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

─ 72,857,468─ 10,022 ─ 1,347

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 249,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式        

72,009,000
72,009 ─

単元未満株式 普通株式 599,468 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 72,857,468― ―

総株主の議決権 ― 72,009 ―

(注) １  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権15個）

含まれております。 

２  「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式689株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
池上通信機株式会社

東京都大田区池上
５-６-16

249,000─ 249,000 0.34

計 ― 249,000─ 249,000 0.34

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 95 86 81 74 68 62 55 58 66

最低(円) 76 69 69 65 58 55 47 48 55

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人保森会計事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,000 6,387

受取手形及び売掛金 ※４
 5,474 11,730

商品及び製品 2,529 2,377

仕掛品 7,891 4,137

原材料及び貯蔵品 1,782 1,053

その他 521 442

貸倒引当金 △71 △105

流動資産合計 23,127 26,023

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 1,423

※1
 1,580

土地 2,528 2,551

その他（純額） ※1
 916

※1
 1,180

有形固定資産合計 4,869 5,312

無形固定資産 370 322

投資その他の資産

投資有価証券 784 987

長期貸付金 13 10

その他 208 218

貸倒引当金 △117 △123

投資その他の資産合計 888 1,093

固定資産合計 6,127 6,728

資産合計 29,255 32,752
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 5,081 5,855

短期借入金 1,312 1,631

未払法人税等 24 38

賞与引当金 40 141

製品保証引当金 7 8

その他 1,523 2,101

流動負債合計 7,991 9,776

固定負債

社債 350 420

長期借入金 939 932

繰延税金負債 24 54

退職給付引当金 14,796 13,934

役員退職慰労引当金 285 270

その他 95 116

固定負債合計 16,491 15,728

負債合計 24,482 25,505

純資産の部

株主資本

資本金 10,022 10,022

資本剰余金 1,347 1,347

利益剰余金 △5,053 △2,914

自己株式 △41 △40

株主資本合計 6,275 8,414

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 36 78

為替換算調整勘定 △1,538 △1,247

評価・換算差額等合計 △1,502 △1,168

純資産合計 4,772 7,246

負債純資産合計 29,255 32,752
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 16,153 13,540

売上原価 13,710 11,291

売上総利益 2,443 2,249

販売費及び一般管理費 ※
 5,210

※
 4,329

営業損失（△） △2,767 △2,080

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 57 47

不動産賃貸料 30 28

助成金収入 － 132

その他 46 60

営業外収益合計 139 273

営業外費用

支払利息 44 53

為替差損 － 246

その他 16 14

営業外費用合計 61 314

経常損失（△） △2,689 △2,121

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 0 1

貸倒引当金戻入額 － 30

特別利益合計 0 32

特別損失

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 17 5

投資有価証券評価損 257 17

関係会社株式評価損 － 15

工場移転費用 49 －

特別損失合計 324 40

税金等調整前四半期純損失（△） △3,013 △2,128

法人税、住民税及び事業税 15 9

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,138

四半期純損失（△） △3,028 △2,138
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 4,579 4,786

売上原価 3,967 3,976

売上総利益 612 810

販売費及び一般管理費 ※
 1,761

※
 1,396

営業損失（△） △1,149 △586

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 7 7

為替差益 25 －

不動産賃貸料 9 9

助成金収入 － 17

その他 9 20

営業外収益合計 53 55

営業外費用

支払利息 17 15

為替差損 － 74

その他 8 3

営業外費用合計 25 93

経常損失（△） △1,122 △624

特別利益

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 6 8

特別利益合計 7 8

特別損失

固定資産除却損 1 0

投資有価証券評価損 18 －

工場移転費用 49 －

特別損失合計 70 0

税金等調整前四半期純損失（△） △1,185 △616

法人税、住民税及び事業税 4 5

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △621

四半期純損失（△） △1,190 △621
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,013 △2,128

減価償却費 539 522

貸倒引当金の増減額（△は減少） 97 △33

賞与引当金の増減額（△は減少） △191 △100

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,017 861

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15 15

受取利息及び受取配当金 △61 △51

支払利息 44 53

為替差損益（△は益） 10 160

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 257 17

関係会社株式評価損 － 15

有形固定資産除却損 17 4

有形固定資産売却損益（△は益） △0 0

売上債権の増減額（△は増加） 6,953 6,327

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,340 △4,893

仕入債務の増減額（△は減少） △1,604 △665

未払消費税等の増減額（△は減少） △213 △371

その他 △19 △31

小計 1,503 △297

利息及び配当金の受取額 61 51

利息の支払額 △46 △47

特別退職金の支払額 － △397

法人税等の支払額 △23 △12

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,494 △703

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △835 △189

有形固定資産の売却による収入 2 0

無形固定資産の取得による支出 △89 △68

投資有価証券の取得による支出 △39 △2

投資有価証券の売却による収入 0 101

固定資産の売却による収入 1 －

貸付けによる支出 △2 △5

貸付金の回収による収入 2 2

その他 13 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △946 △155
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △23 △400

長期借入れによる収入 1,100 400

長期借入金の返済による支出 △186 △312

社債の償還による支出 △120 △120

リース債務の返済による支出 △21 △32

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 747 △465

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 △62

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,278 △1,387

現金及び現金同等物の期首残高 6,386 6,087

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,665

※
 4,700
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【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１. 棚卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっております。

２. 固定資産の減価償却費の算

定方法

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

３. 法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法

  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連

結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用

する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 12,716百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 12,657百万円

　 　 　 　 　 　 　 　

  ２ 輸出手形割引残高 93百万円   ２ 輸出手形割引残高 138百万円

　 　 　 　 　 　 　 　

  ３ 保証債務 　 　   ３ 保証債務 　 　

　
  連結会社以外の会社の金融機関からの借入れに
  対し、保証債務を行っております。

　
  連結会社以外の会社の金融機関からの借入れに
  対し、保証債務を行っております。

　   ㈱テクノイケガミ 83百万円 　   ㈱テクノイケガミ 100百万円

　 　 　 　 　 　 　 　

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形 　 　 　 　 　 　

　

  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ
ております。

　  

　   受取手形 153百万円 　   　 　

　   支払手形 617百万円 　 　 　 　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃荷造費 193百万円

広告宣伝費 239百万円

給料等人件費 1,907百万円

減価償却費 227百万円

賞与引当金繰入額 28百万円

退職給付費用 560百万円

研究開発費 449百万円

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃荷造費 151百万円

広告宣伝費 158百万円

給料等人件費 1,433百万円

減価償却費 221百万円

賞与引当金繰入額 11百万円

退職給付費用 506百万円

研究開発費 463百万円

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃荷造費 64百万円

広告宣伝費 79百万円

給料等人件費 708百万円

減価償却費 82百万円

賞与引当金繰入額 △56百万円

退職給付費用 193百万円

研究開発費 209百万円

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃荷造費 51百万円

広告宣伝費 46百万円

給料等人件費 467百万円

減価償却費 78百万円

賞与引当金繰入額 6百万円

退職給付費用 158百万円

研究開発費 168百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係(平

成21年12月31日現在)

 
現金及び預金 7,665百万円

現金及び現金同等物 7,665百万円

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成22年12月31日現在)

 
現金及び預金 5,000百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △300百万円

現金及び現金同等物 4,700百万円

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 72,857,468

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 260,067

　

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

当社グループの事業区分は、情報通信機器の単一セグメントとしております。

  このため、記載を省略しております。

　

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

当社グループの事業区分は、情報通信機器の単一セグメントとしております。

  このため、記載を省略しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

3,455 754 370 4,579 ― 4,579

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

501 6 10 517 (517) ―

計 3,957 760 380 5,097 (517) 4,579

営業損失(△) △585 △54 △53 △694 (455) △1,149

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

13,155 1,979 1,018 16,153 ― 16,153

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

1,549 25 19 1,593 (1,593) ―

計 14,705 2,004 1,037 17,747(1,593)16,153

営業損失(△) △1,091 △146 △193 △1,431 (1,335)△2,767

(注)  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法

      地理的近接度によっております。

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

      北米        ……米国、カナダ

      ヨーロッパ  ……イギリス、ドイツ
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 754 370 541 1,666

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 4,579

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

16.5 8.1 11.8 36.4

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 1,979 1,018 1,086 4,084

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 16,153

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

12.3 6.3 6.7 25.3

(注) １  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

 (1) 国又は地域の区分の方法

       地理的近接度によっております。

 (2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

       北米        ……米国、カナダ

       ヨーロッパ  ……イギリス、ドイツ

       その他の地域……韓国、中国

　

【セグメント情報】

当社グループは、情報通信機器の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 65円74銭
　

　 　

　 99円80銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

　 項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 純資産の部の合計額(百万円) 4,772 7,246

　 普通株式に係る純資産額(百万円) 4,772 7,246

　 普通株式の発行済株式数(千株) 72,857 72,857

　 普通株式の自己株式数(千株) 260 246

　 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(千株) 72,597 72,610

　
２  １株当たり四半期純損失金額

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △41円71銭
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △29円45銭
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

２  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　 項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

　 四半期純損失(△)(百万円) △3,028 △2,138

　 普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

　 普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △3,028 △2,138

　 普通株式の期中平均株式数(千株) 72,617 72,608
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △16円40銭
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △8円55銭
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

２  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　 項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

　 四半期純損失(△)(百万円) △1,190 △621

　 普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

　 普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △1,190 △621

　 普通株式の期中平均株式数(千株) 72,615 72,606

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

池上通信機株式会社(E01819)

四半期報告書

24/27



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

池上通信機株式会社

取締役会  御中

　

監査法人  保森会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    村 上  貴 美 夫     印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡  部   逸  雄     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている池上

通信機株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、池上通信機株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

池上通信機株式会社

取締役会  御中

　

監査法人  保森会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡  部  逸  雄    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    大  東  幸  司    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている池上

通信機株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、池上通信機株式会社及び連結子会社の平成22

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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